
千円 千円

1,182,712 313,888

1,164,954 286,464

986,230 27,079

177,433 345

1,290 389,589

17,758 134,616

2,020 4,189

130 49,528

13,808 22,167

1,835 4,812

△ 35 1,078

167,819 1,847

17,241 71,873

105,880 84,384

17,403 9,125

8,685 3,706

3,041 2,261

12,075 703,477

2,158

1,659 646,883

△ 326 75,000

564

564

571,319

18,750

552,569

災 害 準 備 金 24,000

別 途 積 立 金 523,750

繰 越 利 益 剰 余 金 4,819

170

170

647,054

1,350,532 1,350,532

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

売 掛 金

１年以内に期限到来の固定負債

買 掛 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

未 払 金

繰 延 税 金 資 産 未 払 費 用

そ の 他 投 資

預 り 金

そ の 他 流 動 資 産

附 帯 事 業 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計

関 係 会 社 買 掛 金

負 債 純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

未 収 入 金

貯 蔵 品 賞 与 引 当 金

資 本 金

附 帯 事 業 流 動 負 債前 払 費 用

 貸      借      対      照      表 

中 遠 ガ ス 株 式 会 社

2024年12月31日現在

負　　　債　　　の　　　部資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

供 給 設 備 退 職 給 付 引 当 金

業 務 設 備 そ の 他 固 定 負 債

建 設 仮 勘 定 流 動 負 債

純　　　資　　　産　　　の　　　部

株 主 資 本

未 払 法 人 税 等

負 債 合 計

貸 倒 引 当 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

関 係 会 社 短 期 債 権

関 係 会 社 短 期 債 務

前 受 金

関 係 会 社 短 期 借 入 金

投 資 有 価 証 券

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金



個 別 注 記 表

中遠ガス株式会社
2024年 1月 1日から
2024年12月31日まで

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法
　（イ）有価証券

　（ロ）たな卸資産

（２）固定資産の減価償却の方法
　      有形固定資産

　定率法によっております。

　　供給設備　　13～22年
（３）引当金の計上基準
　（イ）貸倒引当金

　（ロ）退職給付引当金

　（ハ）賞与引当金

（４）その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．一株当たり情報に関する注記
（１）一株当たり純資産額 8,627円39銭
（２）一株当たり当期純損失 7円56銭

３．当期純損益金額
当期純損失 567 千円

４．その他の注記
　記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

　従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

　その他有価証券で時価のあるものの評価は、決算日の市場価格等に基づく時価法によって
おります。(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し
ております。)
　その他有価証券で時価のないものの評価は、移動平均法による原価法によっております。

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切り下げ
の方法）によっております。

　ただし、1998年４月1日以降取得した建物(建物附属設備を除く)並びに、2016年４月１日以
降に取得した建物附属設備及び構築物は、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき算
出しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合
要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。


